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平成１９年３月期  中間決算短信（連結） 
平成１８年１１月２４日 

会 社 名 株式会社ジャストシステム        上場取引所    ＪＡＳＤＡＱ 

コード番号 ４６８６                本社所在都道府県 徳島県 

（ＵＲＬ http://www.justsystem.co.jp/ ） 

代 表 者        役 職 名       代表取締役社長 

        氏    名 浮川 和宣 

問い合わせ先  責任者役職名 取締役経営企画室長 

               兼広報IR室長 

        氏    名 鍋田  毅       ＴＥＬ（03）5412－3900 
中間決算取締役会開催日  平成１８年１１月２４日 

米国会計基準採用の有無   無 
 

１．１８年９月中間期の連結業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日） 

(1) 連結経営成績                                   （百万円未満切り捨て） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

１８年９月中間期 

１７年９月中間期 

百万円   ％ 

5,266 （    8.9） 

4,836 （△  0.4） 

百万円   ％ 

△1,623 （    －） 
△1,391 （  －） 

百万円   ％ 

△1,606 （    －） 

△1,161 （  －） 

１８年３月期 12,213        △1,121            △905            
 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1株当たり中間 

(当期)純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 

1株当たり中間(当期)純利益 

 

１８年９月中間期 

１７年９月中間期 

百万円   ％ 

△1,152 （    －） 

△1,120 （  －） 

円  銭 

△38   02 

△36   80 

円  銭 

－ 

－ 

１８年３月期 △  930            △30   65 － 

(注) 1．持分法投資損益 18年９月中間期  －百万円 17年９月中間期  －百万円 18年３月期  ０百万円 

2．期中平均株式数（連結）18年９月中間期 30,307,377株 17年９月中間期 30,438,349株 18年３月期 30,359,409株 

3．会計処理の方法の変更  無 

4．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産 

 

１８年９月中間期 

１７年９月中間期 

百万円 

21,419 

23,275 

百万円 

14,603 

15,541 

％ 

67.7 

66.8 

円  銭 

478   25 

513   88 

１８年３月期 23,617 15,756 66.7 519   91 

(注) 期末発行済株式数（連結）18年９月中間期 30,311,820 株 17年９月中間期 30,243,700 株 18年３月期 30,305,520 株 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 

１８年９月中間期 

１７年９月中間期 

百万円 

△ 470 

694 

百万円 

△  563 

1,115 

百万円 

△  457 

△  878 

百万円 

5,430 

8,455 

１８年３月期 644 △  304 △1,516 6,378 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数 ９ 社  持分法適用非連結子会社数 １ 社  持分法適用関連会社数 － 社 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結(新規)  ２ 社  (除外)  － 社    持分法(新規)  － 社  (除外) ２ 社 

 

２．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 

通   期 

百万円 

13,800 

百万円 

△2,500 

百万円 

△1,760 

(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期）  △58 円06銭 

 

※ 上記の業績予想は、当社が発表日現在で合理的であると判断する一定の条件に基づき作成したものであり、 
実際の業績は今後の様々な要因により予想と異なる場合があります。 
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１．企業集団の状況 
当社グループ（当社及び当社の関係会社）は㈱ジャストシステム（当社）、子会社10社で構成されており、コンピュー

タとネットワークの先進的なソフトウェア技術を基盤とした優れた製品及びサービスを提供することを目的として事業を
営んでいます。 
当社グループの事業に係わる位置付けは、当社が主としてソフトウェアの開発と国内販売を行い、子会社である㈱ジャ

ストシステムサービスがその製造及び出荷業務の一部を行っております。海外子会社であるJustsystems US Holding,Inc.
は、米国における持株会社であり、また、Justsystems Canada Holding Inc.は、カナダにおける持株会社であります。 

 事業の系統図は下記のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）1.上記の他、連結子会社として㈱ジェイバーンがありますが、同社は現在営業を停止しております。 

2.CLAIRVOYANCE CORPORATION、Justsystems,Inc.、Justsystems Canada Holding Inc.及びJustsystems Canada Inc.

は、Justsystems US Holding,Inc.を通じた間接所有の会社であります。 

3.南京南大騰龍軟件有限公司は、騰龍計算機軟件（上海）有限公司を通じた間接所有の会社であります。 

 
 
 

国内ユーザー 海外ユーザー 

連結子会社 

㈱ジャストシステムサービス 

㈱

ジ

ャ

ス

ト

シ

ス

テ

ム

（

当

社

） 

連結子会社 

Justsystems US Holding, Inc. 

連結子会社 

CLAIRVOYANCE CORPORATION 

連結子会社 

Justsystems,Inc. 

連結子会社 

Justsystems Canada Holding Inc. 

連結子会社 

Justsystems Canada Inc. 

連結子会社 

騰龍計算機軟件(上海)有限公司 

持分法適用非連結子会社 

南京南大騰龍軟件有限公司 

連結子会社 

大連佳思騰軟件有限公司 

米国持株会社 

ソフトウェア研究開発 

ソフトウェア販売 

カナダ持株会社 

ソフトウェア開発・販売 

研究開発委託 

研究開発委託 

研究開発委託 

業務委託等 

国   内 海   外 
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２．経営方針 
（１）経営の基本方針 
株式会社ジャストシステムは、1979年の創立以来、一貫してコンピュータの可能性に着目し、「人」を中心に置いた知的

創造活動の支援のためのソフトウェア開発を続けてきました。特に「ことば」をコンピュータで扱うための技術やノウハ

ウの研究を中核とした新しい製品やサービスを市場に投入してまいりました。当社の製品は個人の文書処理から法人組織

の知識情報管理・データ統合まで幅広く活躍の場を広げ、お客様や社会の価値創造に深く寄与しております。当社の製品

やサービスを通じてお客様や社会の発展に資することで、当社の株主、お客様や市場、さらには社員が求める企業価値を

総合的に高めていくことを基本方針としています。 
ここ数年は、言語処理技術・使いやすいユーザーインターフェース技術や、法人向け高度知識情報管理のための統合的

なプラットフォーム技術に加え、インターネット時代のデータ統合のキープラットフォームである XMLのアプリケーショ

ン開発・実行環境「xfy」の研究開発を強化しております。企業や組織が複合化や合併・統合などを迫られている中で、組

織内の知識やノウハウとWeb上や外部の情報を統合的に扱う技術としてXMLが着目されていますが、業界毎に決められた

様々なボキャブラリーが混在することが普及の障害になっています。「xfy」はボキャブラリーの垣根を超えて、統合的に

XMLを扱う環境を提供することで情報を統合的に扱う企業が持つ競争力を飛躍的に上昇させる世界最高水準のものです。

この xfyプラットフォーム群の上に様々なソリューション製品・サービス群を開発、製品化し、お客様の明日の成長と当

社の発展を目指します。 
 
（２）利益配分に関する基本方針 
株主に対する利益還元につきましては、研究開発型企業として内部留保を高め、株主資本を有効に利用した積極的な開

発投資等を行い、当社の株式価値を高めることにより、株主に対して利益還元を行うことを基本方針としております。中

期的に一定水準以上の利益確保が可能な場合は、安定的な配当を目指します。 
 
（３）投資単価の引下げに関する考え方及び方針等 
当社は、当社株式の流通性の向上及び長期的視野に立った多くの株主に保有して頂くための環境を整備することが重要

な課題と認識しており、投資単位の引下げについては、今後の当社の株価水準、市場動向等を考慮しながら、株主重視の

方針を基本として継続検討します。 

 
（４）目標とする経営指標 
当社グループが属するソフトウェア業は固定費が高く、限界利益率も高いため、損益分岐点を超えた場合、高い利益率

を確保する一方、損益分岐点を割り込んだ場合、大きな赤字を計上することになります。また、当社グループは研究開発

型の企業のため、研究開発の成果が収益化するのに時間を要する場合があります。そのため、当社グループは単年度の利

益額よりも中期的な売り上げ拡大に伴う粗利益額の拡大を目指すことで、企業成長をはかってまいります。 
 
（５）中長期的な経営戦略 
当社グループは、コミュニケーションに必須である「ことば」をコンピュータで扱うためのノウハウや技術の研究に加

え、企業や組織が複合化や合併・統合などを迫られている中で、組織内の知識やノウハウと Web上や外部の情報を統合的

に扱う技術の研究を行い、さらには企業内や、電子商取引等企業間でやりとりされるデータを統合的に管理する基盤シス

テムであるXMLのアプリケーション開発・実行環境「xfy」の開発を進めることで、企業の競争力、成長力の向上や人間の

可能性を広げる環境の創造に貢献しております。また、その価値を活用した新しく、かつ高付加価値の製品やサービスを

市場に投入していきます。 
現在、当社グループはお客様の特性に対応して、以下の４つの事業を主力としております。 
パッケージソフト事業においては、ネット直販やホワイトボックスなどパソコンの購入チャネルの多様化に伴い、店頭

での市場は縮小傾向にありますが、他のECサイト、ホームセンター等の新規チャネルを開拓し、ユーザーカバー率の確保

に努めます。また、お客様の選択肢を増やすために、良質なソフトウェアを開発するソフトウェアベンダーと連携し、当

社製品のラインナップを広げると同時に、粗利益額の拡大も目指します。一方、インターネットの普及に伴うネット販売

の普及に対応して、「Just MyShop」の会員獲得・品揃え強化を通じてお客様への販売を強化します。 
 ライセンス事業においては、e-Japan計画が進む中で拡大が期待される官公庁や文教市場向け販売を強化します。官公庁

市場では、XML化を進めることで、欧米では省庁毎の壁で閉ざされた情報を国民の視点で提供するサービスが始まっており、

我が国でも行政サービスの向上・効率化において不可欠となる行政データ・書類の XML化が始まっております。当社は、

xfyベースのアプリケーションの可能性を探ってまいります。外字対応などの日本語ソリューションを含め、プラットフォ

ームに依存しない統合的な製品・ソリューションの提供で市場を盤石なものにします。 
文教市場向けソフトウェアでは、現在 17,000校に 103万ライセンスが導入されているジャストスマイルや、ジャストジ

ャンプについて、現場の先生方の声を取り入れ、関連製品の強化をはかります。 
OEM事業においては、 ハードメーカーとのビジネス関係を通じて、パソコンに限らず、携帯電話、カーナビ、ゲーム機

器など新しいネットワーク端末に「ATOK」を搭載させる「AAA（ATOK Anytime Anywhere）戦略」を引き続き推進してい

くほか、デジタル家電の可能性を広げる「BeatJam」や、「FeliCaポート」を搭載したパソコン向けのFeliCa対応アプリケ

ーションを提供するなど、新しい製品・サービスを開拓してまいります。 
ビジネスシステム事業では、お客様へのソリューション提案の横展開をはかり、営業プロセスの強化・チーム制の導入

を目指すと同時に、お客様に新しい業務プロセス改革を提案し、１社当たりの単価アップをはかります。 
さらに、企業や組織が複合化や合併・統合などを迫られている中で、広がりつつある XML活用のニーズをとらえて、新

しい事業の柱としてXMLアプリケーション開発・実行環境「xfy」をベースとした事業を、北米や欧州を中心とした市場で

展開していくことを目指します。 
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当社グループでは、既存の個人向け、官公庁・文教向け、民間向けに広がる営業ネットワークの有効利用を通じて安定

的な利益を確保しながら、世界市場での展開が可能だと考える xfy事業を成長のコアエンジンとして、グループ全体とし

ての企業成長を目指します。扱う情報量が飛躍的に広がりつつあるIT業界の中で、ユーザーに的確な利用環境を提供する

ために、各市場の営業力・提案力の向上に努め、当社グループ製品単独での営業・提案のみならず、当社グループ製品と

パートナー企業の有する製品・商品を組み合わせて、付加価値向上と市場開拓力を強めることで、当社グループの目指す

ハイブリッド型の企業構造への変革を進めます。 
一方で、効率的な企業運営に努め、選別投資を進めることで、中期的な業績の向上に努めたいと考えております。 

 
（６）会社の対処すべき課題 
当社グループは、言語処理技術や「xfy」など高い技術優位性を生かした高付加価値な製品・サービスの市場投入を通じ

て、お客様や社会の価値創造に寄与したいと考えております。「xfy」については、今後 XML活用の進展が期待される米国

市場を最初として製品投入していきたいと考えております。 
当期から、いよいよ、米国の大手ITベンダー各社によるXMLデータベースの市場投入が始まるほか、SOX法の施行によ

って、数値情報とテキスト情報の統合的な活用のキーテクノロジーとしてXMLが着目されるなど、XMLの活用の流れが確固

となりつつあります。その中でも、社内と社外でやりとりする取引データを統合的に活用するためにいったん XML化する

という動きや、財務情報に関するXML言語であるXBRLの導入を行おうという動きが注目を集めてきております。そのよう

な環境下で、「xfy」は多様な XMLデータを統合的にかつ迅速に提供できる XMLアプリケーション開発・実行環境として、

可能性が広がっております。当期には xfy事業に大きな先行投資を計画しておりますが、必ずここ数年のうちに結実し、

今後の当社グループの大きな成長の柱となると確信しております。 
基本的には、当社グループが有する技術の価値に対する適正な対価を支払っていただける事業分野として、民間企業や

官公庁を中心とした法人向けの分野や関連アプリケーションを強化したいと考えております。xfy事業においては、浸透力

を強化する観点からグローバルで活動するITベンダーとの連携をにらみながら、競争力の向上を目指す企業に対する営業

活動を強化していきたいと考えております。 
また、当社グループは中期的な研究開発の比率が高い水準にありますので、「xfy」や統合プラットフォームの開発の過

程で生まれた研究開発成果を、パッケージソフト・ライセンス製品を含め、他の当社グループ製品に波及させ、当社グル

ープの製品力の向上と開発モジュールの全体最適を進めると同時に、要素技術の適用の可能性を模索することで、収益力

の強化・研究開発テーマ創成能力の向上に努めます。 
以上を通じて、早期に確実な売上高を上げ、成長軌道に復帰したいと考えております。 

 
（７）内部管理体制の整備・運用状況 
当該項目に関しましては、株式会社ジャスダック証券取引所ホームページで公開しているコーポレートガバナンスに関す

る報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」に掲載しております。 
 
（８）親会社等に関する事項 
該当事項はありません。 

 

３．経営成績及び財政状態 
（１）経営成績   
（当期の概況） 

当期の我が国の経済環境は、原油価格の高騰や地政学的な不安定要素もありましたが、素材や自動車など海外需要が

根強く拡大し、景気の先行きに対する不透明感も偏在化せず、継続的な景気拡大が継続しております。一方、株式市場

は、昨年の高騰が一服し、軟調な状況が継続しております。 
パーソナルコンピュータ業界では、PCの国内出荷において、法人市場は設備投資全体の伸びに支えられ、順調に推移

しましたが、個人向けは個人や家庭の消費・支出が分散したことにより前年同期の実績に達しませんでした。そのため、

上半期の国内出荷台数は、前年同期比４％減、出荷金額は６％減となりました。 
このような経営環境の中、当社グループは店頭市場のてこ入れ、法人や文教向けを中心とした営業力強化及び市場開

拓及び将来の北米や欧州における「xfy」の普及をにらんだ事前営業活動に力点を置いてまいりました。 
ソフトウェア関連事業につきまして各事業部門別の状況は以下のとおりです。 

（ビジネス＆パーソナル関連事業） 
コンシューマー向けパッケージソフトウェア販売については、店頭の売り場縮小が続きましたが、「ATOK 2006 for Mac」

が健闘し、パッケージソフトウェア販売全体では、前年同期を上回りました。一方、オンラインショッピングサイトの

「Just MyShop」ではオリジナル企画商品の販売が好調で、商品販売は前年同期比1.5倍となりました。 
ライセンス販売については、従来、地方の公共・文教市場に特化していた営業部隊を地方の販売店ネットワークを活

かし、地方の民間法人の営業を兼務させる一方、全国の民間法人を担当していた営業部員を関東・近畿圏の民間法人に

特化させました。その効果もあり、上半期のATOKの売上金額は前年同期比1.6倍になりました。また、ジャストスマイ

ルについても、順調に受注を進めました。そのため、ライセンス販売については、前年同期比105％となりました。 
OEM事業では、携帯電話向けのATOKの搭載台数が前期水準には達しなかったものの、携帯電話向けの「BeatJam」の搭

載や DVDレコーダー向けのラベルマイティの搭載が本格化したことも寄与し、前年同期比 113%となりました。一方、

BeatJamのユーザーを中心に、新しい PCユーザー層を取り込み、BeatJamを使った音楽の楽しみ方を提案するサイト

「Music@Life」の会員は15万人となりました。 
（ビジネスシステム事業） 

ビジネスシステム事業については、ConceptBase製品の売上高は、前年同期の水準に達しませんでしたが、FAQ製品向
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けのカスタマイズサービスや追加サービスが前年同期比 1.5倍となり、事業全体ではほぼ前年同期並みの水準となりま

した。特に、FAQのソリューションパターンが定着した西日本の営業部隊は前年同期実績を上回りましたので、下半期か

らは東西の営業部隊を融合させ、事業全体としての営業力強化に取り組んでまいります。また、下半期からは FAQにお

けるソリューションノウハウをパッケージ化し、営業部隊として売りやすい商品開発を進めてまいります。 
（インターネットディスク事業） 
本格的な有償化から４年目に入りつつあるインターネットディスク事業は、法人向けサービスでは堅調に売り上げが

伸び、売上高は前年同期比146%となりました。個人向けサービスでは単価が伸び悩み、売上高は前年同期比122%となり

ました。事業全体での売上高は前年同期比132%となりました。 
（xfy事業） 
xfy事業については、今年９月の製品の市場投入と来年度以降の本格的な営業活動に備え、当上半期は北米でのイベン

トへの出展や米国に本拠地を置くグローバルITベンダーへの営業等の活動と製品開発に力点を置いてきました。９月22

日には、「xfy Enterprise Solution for DB2 9」を市場に投入し、同月中に第一号ユーザーを獲得しました。ITベンダ

ー向けの営業活動も、従来は製品開発部門中心でしたが、徐々に営業部門への浸透を進め、10月には米国IBM Corporation

と日本のソフトウェアメーカーとして初めて包括的な協業契約（Teaming Agreement）を締結しました。今後両社は密接

に連携し、「xfy」の世界市場での営業活動を推進するため、積極的に協業プログラムを展開していきます。また、日本

オラクル株式会社とは、XMLでの新規市場開拓における戦略的な協業に合意しました。 

 
以上の結果、売上高は52億66百万円と前年同期比8.9％の増加となりました。販売費及び一般管理費については、xfy

関連の宣伝販促費、営業経費、開発費が約10億円増加したほか、前期買収したJustsystems Canada Inc.におけるXMetaL

事業の損失が約３億円となり、前年同期比３億34百万円増加しました。営業損失については、16億23百万円と前年同

期比２億32百万円増加し、経常損失は16億６百万円と前年同期比４億44百万円増加しました。一方、計画に対しては、

売上高が３億16百万円増加し、経費削減を２億20百万円実施した上、経費の期ずれが４億40百万円あった一方で、XMetaL

事業では約２億円損失が拡大したことなどにより、経常損失は計画比８億94百万円の改善となりました。当期純損失は、

11億52百万円と前年同期に比べ、31百万円悪化しましたが、計画比４億48百万円の改善となりました。 
 
（通期の見通し） 
今年９月に、「xfy Enterprise Solution for DB2 9」を市場に投入しましたが、今後の拡販には、ユーザーの声を反

映したさらなる追加開発やマーケティングのための投資・営業体制構築のための投資が必要なことから、人件費・外注

費・広告宣伝費・業務委託費が増加する見込みです。また、当社グループがメインの市場と考えている北米市場の法人

の決算時期が12月のため、当期のxfyの売上高は限られたものになる見込みです。 
当期中は、米国の大手ITベンダー各社のXMLデータベースが市場投入されるほか、SOX法の施行によって、数値情報

とテキスト情報の統合的な活用のキーテクノロジーとしてXMLが着目されるなど、XMLの活用の流れが確固となりつつあ

ります。その中で、「xfy」は多様なXMLデータを統合的かつ迅速に提供できるXMLアプリケーション開発・実行環境とし

て、可能性が広がっており、必ずや当社グループの今後の大きな成長の柱となると確信しております。 
そのほかの事業は、全体としては基本的には横ばいの状況が続くと考えております。そのため、Kaspersky製品群の市

場投入に伴い、売上高の予測は138億円と期初計画に比べ増加しますが、費用も増加する見込みにつき、経常損失25億

円、当期純損失17億60百万円を予想しております。 

 
（２）財政状態 
＜貸借対照表分析＞ 
（資産の部） 
 資産合計は前連結会計年度比21億98百万円減少の214億19百万円となりました。 
 流動資産は、前連結会計年度比19億89百万円減少の89億５百万円となりました。支出増加により現金及び預金が９

億47百万円減少したことおよび売掛債権の回収により受取手形及び売掛金が10億93百万円減少したことが主な要因で

す。 
 有形固定資産は、前連結会計年度比80百万円減少の88億53百万円となりました。減価償却１億78百万円の実施が主

な要因です。 
 無形固定資産は、前連結会計年度比 11億 89百万円増加の 16億５百万円となりました。ソフトウェアの増加６億 16

百万円、Justsystems Canada Inc.に関するのれんの計上３億89百万円が主な要因です。 
 投資その他の資産は、前連結会計年度比13億18百万円減少の20億54百万円となりました。Justsystems Canada Holding 

Inc.を連結したことによる投資有価証券および長期貸付金の減少10億96百万円が主な要因です。 
（負債の部） 
 負債の部におきましては、長期借入金が３億66百万円減少したことや買掛金および未払金が３億25百万円減少したこ

となどにより、９億38百万円減少の68億16百万円となりました（前連結会計年度は新株予約権を除く77億54百万円

で比較）。 
（純資産の部） 
 中間純損失11億52百万円を計上したことなどにより、純資産の部は12億60百万円減少の146億３百万円となりまし

たが、自己資本比率に関しましては前連結会計年度末の66.7％より1.0％改善し、67.7％となりました（前連結会計年度

は新株予約権および少数株主持分を加えた158億63百万円で比較）。 
＜キャッシュ・フロー分析＞ 
（当期の概況） 
 当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は 54億 30百万円となり、
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前連結会計年度に比べ９億47百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
  営業活動の結果使用した資金は４億 70百万円（前中間連結会計期間は６億 94百万円の増加）となりました。これは

主に、税金等調整前当期純損失16億29百万円を計上したこと、減価償却５億円を実施したこと及び売上債権が11億41

百万円減少したこと並びに未払金が４億12百万円減少したこと等によるものです。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 投資活動の結果使用した資金は５億63百万円（前中間連結会計期間は11億15百万円の増加）となりました。これは

主に、無形固定資産の取得による支出として６億３百万円を計上したこと等によるものであります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動の結果使用した資金は４億 57百万円（前中間連結会計期間比４億 20百万円の使用の減少）となりました。

これは主に、長期借入金の返済により３億70百万円を支出したこと等によるものであります。 
 
（通期の見通し） 
  通期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローについては、税金等調整前当期純損

失が約 24 億円計上される反面、減価償却の実施が約９億円計上されることなどにより約 17 億円の減少になると予想し

ております。 
 投資活動によるキャッシュ・フローについては、無形固定資産の取得による支出約８億円などにより約９億円の減少

になると予想しております。 
 財務活動によるキャッシュ・フローについては、長期借入金の返済などにより約７億円の減少を予想しております。 

なお、カナダ子会社を連結したことにより約５億円増加いたしますので、これらを合計して、現金及び現金同等物は、

前連結会計年度末より約 28億円減少する見込みです。 

 
（３）事業等のリスク 
① 財政状態及び経営成績の異常な変動に関わるもの 
当社グループを始めとするパッケージソフトウェア産業の特徴として、人件費等の固定費水準が高く、限界利益率が

高いことが挙げられます。そのため、売上高が増加した場合の増益額が他の産業に比べ大きい一方、売上高が減少した

場合の減益額も他の産業に比べて大きく、利益の変動額が大きい傾向にあります。 
また、当社グループのパッケージソフトウェアの発売時期は下半期に集中しており、かつ製品発売時に売上高が集中す

る傾向があります。法人向けシステム製品事業においても、商談期間に数ヶ月を要するため、売上高が下半期に集中す

る傾向があります。 
② 特定の商品「一太郎」への依存度について 
一太郎への依存については、公開直前期（平成９年３月期）の83％に比べ、現在は36％まで低下しておりますが、顧

客基盤も厚く、過去の研究成果の蓄積による機能の累計効果も大きく、高い収益性を確保しているため、一太郎の売上

高の急激な低下は当社グループの収益構造に大きな影響を与える可能性があります。ただし、公開時において売上高の

主要因であったハードメーカー向けプリインストールの売上金額は現在少額であり、店頭での売上高の減少は当社のオ

ンラインショッピングサイト「Just MyShop」で補完する一方、官庁や自治体市場向け販売を強化しつつあり、売り上げ

確保のリスク分散は進んでおります。 
③ 知的財産侵害について 
当社グループでは、知的財産を企業の重要な経営資源と位置付け、第三者の知的財産権に対する侵害予防及び保有し

ている知的財産権の保護に努めております。第三者よりその知的財産権を侵害したとして訴訟を受け、製造販売中止あ

るいは損害賠償などが必要になった場合には、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、第三者による当社グループの知的財産権侵害について当社グループからの主張が認められない場合には、当社グ

ループの競争優位性が確保されず、結果として当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 
④ 保有資産の減損リスクについて 
地価の大きな下落などが生じた場合に、固定資産の減損に係る会計基準の適用により、当社グループの業績及び財政

状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 
⑤ 情報システムのリスクについて 
当社グループは、通信販売やインターネットサービスなどのために多数のお客様の個人情報を保持しております。当

社グループは重要な情報の紛失、誤用、改ざんなどを防止するためシステムを含めた情報管理に対して適切なセキュリ

ティ対策を実施しております。しかし、停電、災害、ソフトウェアや機器の欠陥、コンピュータウィルスの感染、不正

アクセスなど予測の範囲を超える出来事により、情報システムの停止、情報の消失、漏洩、改ざんなどのリスクがあり

ます。このような事態が発生した場合には営業活動に支障をきたし、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼ

す可能性があります。 
⑥ 新製品開発の投資について 
当社グループは、次世代技術の研究開発に対して投資を行っております。しかし、当社グループが開発している技術

について競合者が出現し先行された場合、開発中の技術が陳腐化する可能性があります。 
また、当社グループが開発している技術につき市場のニーズに合わなかったり、適切な時期に製品開発が行われない

場合は、当社グループは販売機会を失うことから投資を回収できなくなり、当社グループの業績及び財政状態に悪影響

を及ぼす可能性があります。 
特に現在、xfy事業に対し、大きな先行投資を行っており、xfy事業の立ち上がりに必要以上に時間がかかる場合には、

当社グループの業績及び及び財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
⑦ 海外展開への投資について 
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当社グループは海外への事業展開に対して投資を行っております。このため、進出先の国の法令制度、取引慣行など

への対応ができない場合は、現地における事業展開に支障をきたし、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼ

す可能性があります。また、Justsystems Canada Inc.についてはのれんを資産計上しておりますが、会社の業績が当初

の計画と異なる場合、のれんの評価見直しによる減損の可能性があります。 
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４．中間連結財務諸表等 
（１）中間連結貸借対照表 
                                                                           (単位:千円､千円未満切り捨て)  

当中間連結会計期間末 

 

(平成18年9月30日現在) 

前中間連結会計期間末 

 

(平成17年9月30日現在) 

対前中間期 

比較増減 

(△印減) 

前 連 結 会 計 年 度 の            

要 約 貸 借 対 照 表            

(平成18年3月31日現在） 

           期 別 
 
   
 科 目        

金   額 構成比 金   額 構成比   金   額 金   額 構成比 

  ％  ％   ％ 

   ( 資 産 の 部 )         

 Ⅰ 流 動 資 産        

1.現金及び預金 5,430,115  8,455,679  △3,025,563 6,378,106  

2.受取手形及び売掛金 2,561,582  2,479,097  82,485 3,654,677  

3.たな卸資産 393,885  255,920  137,965 305,482  

4.その他 523,331  455,585  67,746 561,013  

5.貸倒引当金 △     3,421  △     3,673  251 △     4,444  

  流 動 資 産 合 計 8,905,493 41.6 11,642,607 50.0 △2,737,114 10,894,835 46.1 

 Ⅱ 固 定 資 産        

1.有形固定資産        

(1)建物及び構築物 4,995,518  5,277,519  △  282,001 5,115,985  

(2)工具器具備品 283,316  249,139  34,177 238,910  

(3)土地 3,569,077  3,569,077  － 3,569,077  

(4)その他 5,487  6,443  △956 10,378  

  有 形 固 定 資 産 合 計           8,853,400 41.3 9,102,180 39.1 △  248,779 8,934,352 37.8 

2.無形固定資産        

(1)のれん 389,767  －  389,767 －  

(2)ソフトウェア 868,537  93,204  775,332 251,765  

(3)ソフトウェア仮勘定 64,183  －  64,183 156,687  

(4)その他 283,308  8,139  275,168  7,500  

  無 形 固 定 資 産 合 計            1,605,796 7.5 101,343 0.4 1,504,452 415,954  1.8 

3.投資その他の資産        

(1)投資有価証券 1,011,637  1,218,226  △  206,589 1,613,575  

(2)前払年金費用 247,923  238,667  9,255 236,937  

(3)その他 810,099  1,005,922  △  195,823 1,537,052  

(4)貸倒引当金 △    14,881  △    33,481  18,600 △    14,781  

  投資その他の資産合計           2,054,779 9.6 2,429,335 10.5 △  374,556 3,372,783 14.3 

    固 定 資 産 合 計           12,513,976 58.4 11,632,860 50.0 881,115 12,723,090 53.9 

    資  産  合  計           21,419,469 100.0 23,275,467 100.0 △1,855,998 23,617,926 100.0 

              

 




